
 

 

山梨県公衆浴場入浴料金協議会要綱 

 

 （目的） 

第一条 公衆浴場における入浴料金の適正な実施を図り、衛生措置の基準の遵守を期する 

  ため、知事の諮問機関として公衆浴場入浴料金協議会（以下「協議会」という。）  

 を置く。 

 

 （所掌事務） 

第二条 協議会は知事の諮問に応じ、公衆浴場における入浴料金の価格に関し必要な審議 

  を行うものとする。 

 

 （組織） 

第三条 協議会は委員十二人以内で組織する。 

 

 （委員の任命又は委嘱） 

第四条 協議会の委員は知事が次の各号に掲げる者のうちから任命し、又は委嘱する。 

   一 関係行政機関の職員 

   二 学識経験のある者 

   三 公衆浴場営業者の意見を代表する者 

   四 利用者の意見を代表する者 

   五 前各号のほか知事が適当と認める者 

 

 （委員の任期） 

第五条 協議会の委員の任期は、前条第一号に掲げる者のうちから任命される委員を除き 

  二年とする。 

  ２ 委員に欠員を生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  ３ 知事は委員に職務遂行上適当でない行為があったときは、第一項の規定にかかわ 

  らず、これを解任することができる。 

 

 （会長） 

第六条 協議会に会長をおき、委員の互選によって定める。 

  ２ 会長は協議会を代表し、会務を総理する。 

  ３ 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 

 （会議） 

第七条 協議会は、会長が招集する。 

  ２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

  ３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは会長の決す 

  ところによる。 

  ４ 協議会は必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴くことがで 



 

 

  きる。 

 （庶務） 

第八条 協議会の庶務は、福祉保健部衛生薬務課がつかさどる。 

 

 （その他） 

第九条 この要綱に定めるものを除くほか、協議会の運営に関し必要な事項は会長が定め 

  る。 

 

   附 則 

  この要綱は、昭和三十八年九月三十日から施行する。 
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会長 
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事務局長 
太刀川 昭二 

（一社）山梨県老人クラブ連合会 
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区分

年　　月　　日

S40.11. 1  A地区 28 円 15 円 8 円 5 円

 B地区 26 14 7 5

 C地区 23 13 7 5

S43. 1.20  A地区 30 20 10 10

 B地区 28 18 8 8

 C地区 25 17 8 8

35 20 10 8

38 〃 〃 〃

40 〃 〃 〃

48 〃 〃 10

60 30 15 〃

80 40 20 20

90 〃 〃 〃

100 〃 〃 〃

110 50 30 〃

130 60 〃 30

140 〃 〃 〃

155 〃 〃 〃

170 75 〃 〃

190 90 40 〃

200 100 50 〃

230 〃 〃 20

250 〃 〃

270 110 60

290 120 〃

310 130 70

330 150 〃

350 170 〃

380 〃 〃

400 〃 〃

430 〃 〃

＜参考＞消費税改定の経緯
3%
5%
8%

10%

S49.  8.  1

山 梨 県 公 衆 浴 場 入 浴 料 金 改 定 経 緯

大 人 中 人 小 人

（１２歳以上） （6歳以上12歳未満） （６歳未満） 洗髪料

S44.12.15

S46.  4.15

S46.  7.25

S47.  9.  1

S48.  9.  1

 廃 止

S50.  7.  1

S51.  1.  1

S51.  4.  1

S52.  1.  1

S53.  1.  1

S53.  6.20

S54.  7.15

S55.  8.  1

S58.  3.  1

S61.  1.25

S63.  1.25

H21.2.1 　－

H1.4.1～

H 2.  1.25 　－

H 4.  1.25 　－

H 6.  1.25 　－

H 9.  1.25 　－

H11.12.24 　－

H17.11 　－

H26.4.1～
R1.10.1～

R1.12.1 　－

H9.4.1～



公衆浴場経営実態調査について（令和６年度） 

 

 

 

１ 目的 

  公衆浴場経営の実態を適切に把握し、適正な入浴料金統制額の指定を行うための基礎

資料とする。 

 

 

２ 根拠 

  ○公衆浴場入浴料金の統制額の指定について 

（昭和 38 年 8 月 12 日厚生省環境衛生局長通知） 

  「公衆浴場入浴料金の統制額を改定しようとする場合には、経営実態調査を行い、適

正な入浴料金統制額の指定を行う場合の基礎とすること。」 

 

 

３ 調査概要 

（１）対象施設 県内公衆浴場 ５施設 

        ・地域的バランス、施設の規模等を考慮して選択 

        ・同一の地域を継続して調査することで、収入や経費等の動向の変化を

把握することができることから、前年度調査対象施設を継続して調査

を実施するとともに、適宜、新たな施設も加える。 

 

（２）調査項目 ①収入金額：入浴料金収入、附帯事業収入、営業外収入、補助金 

        ②営業費用：人件費、用水費、燃料費、光熱費、消耗品費、修繕費、 

賃借料、備品費、保険料、旅費・交通費、会費・交際費、 

減価償却費、公租公課、支払利子、附帯事業費、 

その他諸経費 

        ③特別勘定：資本報酬、建物再調達費 

        ④資産、資本、借入金状況 

 

４ 診断結果概要（詳細は次ページ以降） 

①必 要 経 費：（平均）１１，１０９千円／年 

②入 浴 者 数：（平均）２３，８９３人／年 

③必要入浴料金：（平均）   ５４３円／人 



用語の解説

内　　　　　容

入浴料金収入 入浴料金として徴収した額

附帯事業収入 入浴料金以外に、公衆浴場業に付随した事業で得た額

補助金その他 県又は市町からの公衆浴場業に対する補助金等、上記以外の収入

人件費
事業主の給与相当額（法人経営の場合は、従業員を兼務する役員で当該法人を代表する者の給与を含む。）及び従業員（家族専従者を含む。）の給与
のほか、臨時の非常勤従業員の給与、従業員の退職給与金等

用水費 上水道使用料及び下水道使用料

燃料費 重油、その他の燃料（営業用自動車、湯屋暖房等に必要な燃料を含む。）の購入費

光熱費 電気使用料

消耗品費 燃料費及び修繕費に含まれない消耗品（原材料及び清掃、照明等の業務用消耗器材器具を含む。）の購入費

修繕費
公衆浴場業に供する施設（土地、建物等）及び設備を通常の状態において保守し、維持するために必要な修繕料。なお、修繕のための原材料購入費を
含むが、資産の帳簿価額の増加の原因となるような大修繕の費用は除く。

借地料・借家料 公衆浴場業に必要な借地料、借家料等

備品費 公衆浴場業の用に供する施設に附帯する設備備品及び営業車以外の什器備品の購入費

保険料等 公衆浴場業の用に供する施設の火災保険料等

旅費・交通費 公的機関に対する業務連絡、関係団体の行う会合への出席等に必要な旅費及び交通費

会費・交際費 公衆浴場業の関係団体会費、その他公衆浴場の経営のために直接必要と認められる交際費

減価償却費
公衆浴場業の用に供する事業用固定資産であって、調査対象年の年間を通じて保有、又は中途において増加した取得価格又は帳簿価額について行う
減価償却費。なお、減価償却は、定額法により行うものとし、減価償却資産の残存価格及び耐用年数は税法関係法令に定めるところによる。

公租公課 公衆浴場経営にかかる全ての公租公課。なお、事業主の給与相当額にかかる所得税、県民税及び市町村民税は除く。

支払利子 施設設備資金等、公衆浴場経営に直接かかる借入金の支払利子

附帯事業費 公衆浴場業に付随した事業の原材料購入費

その他諸経費 以上の営業費以外の公衆浴場経営に必要な事務及び業務のための経費（広告料等）

資本報酬 自己資本の１０％

建物再調達費 建物再調達のための積立金：実績（帳簿価格の５％）

項　　目

収入関係

営業費用関係

特別勘定関係


